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（１）医師数について 

○ 県内の医科大学に臨時定員増を伴う神奈川県の地域枠20名を設定するなどの取組みにより、

本県の医師数（医療施設従事医師数）は年々増加を続けています。しかし、平成30(2016)年末

時点で、人口10万人当たりの医師数は全国の246.7人に対して、神奈川県の医師数は212.4人

（全国39位）と全国平均を下回り、二次医療圏（二次保健医療圏）別でも川崎南部地域が全国

平均に達した以外は、横浜二次保健医療圏（横浜市の３医療圏が統合）が225.2人をはじめ、

すべての地域が全国平均以下となり、県内全体が医師不足の状況にあります。(資料1-1) 

○ また、県央は138.8人、県西は172.6人に留まり、県内においても医師の地域偏在が存在しま

第５章 医療従事者の確保・養成 

○ 医療従事者の将来の需給動向を見通し、医師、看護師、歯科医師、薬剤師等の養成を継続

し、医療従事者の適正な供給数を確保することにより、地域的な偏在や診療科間の偏在の解消

と同時に医療従事者の働き方改革への対応を進める必要があります。 

○ 県は、医療従事者の養成数の増加、新規卒業生の県内就職率の向上、離職対策、再就職の支

援など不足している医療従事者の確保の取組みを継続し、今後の高齢化により生じる多様な

ニーズに対応できる人材を育成します。 

○ 平成30年７月に成立した「医療法及び医師法の一部を改正する法律」に基づき、都道府県

は、三次医療圏間及び二次医療圏間の偏在を是正するための医師の確保に関する事項（以下

「医師確保計画」という）を医療計画の一環として策定することが義務づけられました。 

○ 今後は、医師確保計画に基づいて３年ごと（最初の計画は４年（令和２（2020）年度～令

和５(2023)年度））に医師確保にかかわる政策を実行し、令和18(2036)年までに医師偏在の是

正を達成することを長期的な目標としています。 

第１節 医師 

○ 第７次神奈川県保健医療計画の策定までは人口10万人当たりの医師数を用いていました

が、平成30(2018)年度の改正により、全国一律の医師偏在指標を導入し医師確保計画を策定

することになりました。国の医師確保対策として一歩踏み込んだ取組みですが、この医師偏

在指標が実態を反映しているかは議論が残ります。 

○ 県では一定程度の増床が必要と認識している中で、医師偏在指標が中間県であるという理

由のみで、医師確保が行えないこととする国の方針には多くの異論があります。これまでの

医師確保の取組みを踏まえ、県独自の将来の医師数を見越した医師確保対策を示す必要があ

ります。 

現状 
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す。 

○ 内科、外科、産科・産婦人科など主な診療科の医師数（医療施設従事医師数）は、近年増加

していますが、いずれも全国平均を下回っています。一方、救急科は、平成30(2016)年末時点

で全国の人口10万人当たり2.8人に対して、3.4人（全国12位）と全国平均を上回っています。

(資料1-2) 

○ しかし、内科、外科及び麻酔科の人口10万人当たりの医師数、産科・産婦人科医師の15歳か

ら49歳女性人口10万人当たりの医師数、小児科医師の15歳未満人口10万人当たりの医師数は、

いずれも全国平均を下回っています。 

○ 在宅ケアができる医師の養成は急務であり、一般社団法人日本専門医機構は平成30年度から

「総合診療」を専門医制度の基本領域に追加し養成を開始しました。 

○ 女性医師数は、全国的に年々増加し平成30(2018)年は医師全体の21.9％を占めます。本県の

女性医師の割合は25.3％であり、東京都に次いで全国２位と高いことから、女性医師が働きや

すい環境づくりが求められています。 

資料１－１ 医師不足診療科の人口10万人当たりの医師 

 

備考 医師数は平成30年医師･歯科医師･薬剤師統計（厚生労働省 平成30年12月31日現在) 

 

資料１－２ 平成30年の県内全体の診療科ごとの人口10万人当たりの医師数 

 

医師数

人口10万

人当たり

医師数

医師数

15歳未満
人口10万

人当たり

医師数

医師数

15～49歳
女性10万

人当たり

医師数

医師数

人口10万

人当たり

医師数

医師数

人口10万

人当たり

医師数

医師数

人口10万

人当たり

医師数

医師数

人口10万

人当たり

医師数

全　　国 311,963 246.7 17,321 112.4 11,332 44.6 73,309 58.0 27,833 22.0 9,661 7.6 3,590 2.8

神奈川県 19,492 212.4 1,123 101.1 763 39.1 4,349 47.4 1,423 15.5 649 7.1 312 3.4

横　　浜 8,424 225.2 521 114.8 329 40.7 1,816 48.6 583 15.6 316 8.4 127 3.4

川崎北部 1,766 205.3 94 88.7 81 40.9 385 44.8 121 14.1 47 5.5 38 4.4

川崎南部 1,584 241.5 80 97.6 56 36.6 349 53.2 143 21.8 59 9.0 31 4.7

相 模 原 1,588 219.6 93 109.4 64 42.1 322 44.5 135 18.7 62 8.6 14 1.9

横須賀･三浦 1,585 226.1 66 84.6 55 42.3 406 57.9 109 15.5 54 7.7 39 5.6

湘南東部 1,334 184.8 87 91.6 51 33.3 334 46.3 82 11.4 39 5.4 16 2.2

湘南西部 1,443 247.1 73 107.4 53 46.5 291 49.8 116 19.9 34 5.8 25 4.3

県　　央 1,181 138.8 79 75.2 55 31.1 284 33.4 90 10.6 28 3.3 16 1.9

県　　西 587 172.6 30 78.9 19 28.8 162 47.6 44 12.9 10 2.9 6 1.8

区　　分

医療施設従事医師数 小児科 産科･産婦人科 内科 外科 麻酔科 救急科
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（２）医師の養成について 

ア 県内医学部 

○ 県内の医学部の入学定員は、平成20(2008)年度から増員が図られ、４医科大学合計では平

成21(2009)年度の420人が、令和元(2019)年度には442人（対平成21年度比22人増）に増員

しています。 (資料２) 

○ 本県の医学部定員の増員を伴う地域枠は、臨時定員増の「地域枠（指定診療科枠を含む）」

と恒久定員増の「地域医療枠（横浜市立大学）」の２つがあります。 

○ 平成21(2009)年度からは、県内の４医科大学に修学資金の貸付制度を活用した「地域枠

（指定診療科枠を含む）」医師を養成し、大学卒業後の一定期間（９年間）は県が指定する

医療機関の診療科に従事することで、地域医療の確保を図ります。県と各大学は、地域枠医

学生に大学の募集要項により地域枠制度を説明し、入学後は毎学年の地域医療に関するイベ

ント等を通して地域医療に関する認識の周知を行っています。(資料３) 

○ 平成20(2008)年度からは、横浜市立大学に修学資金の貸付のない「地域医療枠」医師を養

成し、卒業後の一定期間（９年間）は県内の医療機関に従事しています。 

○ 令和２（2020）年度以降入学の「地域医療枠」の医師は、県内の医師不足地域の医療機関

に一定期間を就業する県のキャリア形成プログラムの診療科を登録します。令和元(2019)年

度までに入学の地域医療枠の医師は、キャリア形成プログラムに登録し、医師不足地域へ就

業するよう要請していきます。 

 

【神奈川県地域枠義務年限期間中の勤務（令和元年度以前の入学生には移行措置有）】 

イメージ 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 

←初期臨床研修→ 

（ 県 内 ） 

← 専 門 医 研 修 → 

( 県 内 )  

← 地 域 実 践 → 

(医師不足地域等での勤務(概ね２年間) 

 

○ 令和元(2019)年度の県内の４つの医学部の恒久入学定員は415人で、本県の臨時定員増を

伴う地域枠の20人と他県の臨時定員増を伴う地域枠７人を合わせると県内の医学部の定員

は442人です。なお、臨時定員増を伴う地域枠は、令和３(2021)年度まで認められています。

（資料２） 

〇 県内では、令和７（2025）年度までの地域枠の卒業者の見込みは、地域枠医師が、「指

定診療科枠」100名、横浜市立大学の「地域医療枠」150人、自治医科大学14名、相模原

市地域枠11名の合計275名であり、県内で卒業する６年間医師合計（2,652名）の10.4％を

占めます。 
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資料２ 県内医学部の入学定員及び神奈川県地域枠定員の推移（単位：人） 

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

全国 7,625  7,793  8,486  8,846  8,923  8,991  9,041  9,069  9,134  9,262  

神奈川県 360  380  420  427  427  435  437  439  439  442  

 

内
数 

地域枠 
臨時定員増 

  5  10  10  18  18  20  20  20  

 地域医療枠  20  25  25  25  25  25  25  25  25  

 他県地域枠  0 0 4 4 4 4 4 4 7 

年度 H29 H30 R 元(H31) R2       

全国 9,420  9,419  9,420  9,330       

神奈川県 442  442  442  442        

 

内
数 

地域枠 
臨時定員増 

20  20  20  20        

 地域医療枠 25  25  25  25        

 他県地域枠 7 7 7 7       

神奈川４大学の総定員は、一般枠（相模原市地域枠２名（平成22年度～）を含む）と、神奈川県地域

枠と地域医療枠、他県の地域枠を含みます。 

臨時定員増を含む他県の地域枠は、茨城２名（平成22年度～）、山梨２名（平成22年度～）、静岡３名

（平成28年度～）で、令和元(2019)年度は合計７名です。 

注）平成21(2009)年から令和元(2019)年までは、横浜市立大学に「神奈川県指定診療科枠（産科等医

師修学資金）」を毎年５名で設定し、４診療科に限定していました。令和元(2019)年度の条例改正

で、指定診療科枠は、神奈川県地域枠（地域医療医師修学資金）と統一し、現在修学中の医学生と

初期臨床研修医も対象に７診療科に拡大しました。資料２では、地域枠として記載します。 

 

資料３ 神奈川県における地域枠制度について 

区 分 

横浜市立大学地域医療枠 

①神奈川県地域医療枠 

②市大地域医療枠 

神奈川県指定診療科枠 

（産科等医師修学資金） 

神奈川県地域枠 

（地域医療医師修学資金） 

根 拠 

（条例名） 

①緊急医師確保対策 

②経済財政改革の基本 

方針2008 

緊急医師確保対策 

（神奈川県産科等医師修学

資金貸付条例） 

経済財政改革の基本方針

2009、新成長戦略 

（神奈川県地域医療医師修

学資金貸付条例） 

実 施 大 学 横浜市立大学 横浜市立大学 

① 聖マリアンナ医科大学 

② 北里大学 

③ 東海大学 

④ 横浜市立大学 

開始年度 
①平成20年度 

②平成21年度 

平成21年度 

令和元年度入学生で終了 

① 平成22年度 

② 平成24年度 

③ 平成24年度 

④ 令和２年度 
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定員措置 恒久的措置 

臨時定員増 

（令和２年度より地域医療

医師修学資金に統合） 

臨時定員増 

 

人 数 
①20人 

②５人 
５人 

①5名、②5名、③5名 

(平成24と25年度は3名）、 

④5名 

診療科の指定 19診療科 
産科、小児科、麻酔科、 

外科 

産科、小児科、麻酔科、 

外科、内科、救急科、 

総合診療科 

研修指定 

医療機関 

指定なし（大学附属病院

及び県内の医療機関） 
県内の病院 県内の医療機関 

県内就労 

義務年限期間 

初期臨床研修終了を含め9

年（移行措置有） 

平成.30年度入学生まで：初期臨床研修終了後9年 

令和元年度入学生以降：初期臨床研修を含め9年 

選 考 方 法 地域医療枠合格者 指定診療科枠合格者 
神奈川県 

地域枠入試合格者 

返済免除の要件 

 
大学卒業後、初期臨床研修

を除く９年間、知事が指定

する病院で、知事が指定し

た診療科の医師の業務に従

事したとき 

大学卒業後、初期臨床研修

を含む９年間、知事が指定

する医療機関（病院は診療

所）で、知事が指定した診療

科の医師の業務に従事した

とき 

平成30年度から

の変更 
－ 

・「県内出身者」であること 

・初期臨床研修は県内の基幹型臨床研修病院で行うこと 

 

イ 初期臨床研修及び専門研修 

○ 県内の医学部の定員は442名であり、初期臨床研修医が600名前後であることから、他の

都道府県の医学部卒業者（県内出身者を含む）およそ160名が神奈川県内で初期臨床研修を

行っています。県内のマッチング率は90％程度で、全国平均の80％を上回っています。（資

料４） 

〇 初期臨床研修は、令和元年度現在、県内の60医療機関で行っています。横浜市立大学附属

病院、横浜市立大学附属市民総合医療センター、聖マリアンナ医科大学病院、東海大学医学

部付属病院、北里大学病院の大学病院の定員は各49-66名です。定員が10-25名の医療機関

が17施設、5-9名の医療機関が19施設、2-4名の医療機関が19施設です。マッチング率は、

定員が10-21名の医療機関が高い傾向にあります。 

○ 毎年600名程度が県内で初期臨床研修医として修練しています。しかし、専攻医の採用実

績が500名程度であることから、その差100名程度の若い人材が東京都などの県外に流出し

ています。地域医療支援センター運営委員会で検討しているところですが、県内の専門研修

プログラムの魅力を発信するなどの対策が必要との意見があります。(資料５) 

  

〈参考〉 

誓約期間：大学卒業

後、初期臨床研修を

除く７年間 
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資料４ 初期臨床研修医の採用実績の推移（単位：人） 

年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 
R 元
(H31) 

R2 
H23～
R 元の
合計 

全
国 

定
員 

10,692 10,550 10,519 10,489 11,004 11,052 11,195 11,014 11,253 11,109 97,768 

採
用 

7,672 7,679 7,674 7,792 8,244 8,622 8,489 8,996 8,986 ― 74,154 

採
用
率 

72% 73% 73% 74% 75% 78% 76% 82% 80% ―   

神
奈
川
県 

定
員 

687 661 650 646 680 675 688 683 715 695 6,085 

採
用 

551 554 544 519 563 597 593 629 633 ― 5,183 

採
用
率 

80% 84% 84% 80% 83% 88% 86% 92% 89% ―   

※年度：H：平成、R：令和 

※定員数は、厚生労働省による医師臨床研修マッチング結果の報道発表資料（医師臨床研修マッチング協議

会提供）の数値を引用 

※採用数は、厚生労働省による初期臨床研修医の採用実績に関する報道発表資料の数値を引用 

 

資料５ 専攻医の採用実績の推移（単位：人） 

内科 小児科 皮膚科 精神科 外科 整形外科 産婦人科 眼科 耳鼻咽喉科 泌尿器科

H30採用 2,670 573 271 441 805 552 441 328 267 274

H31採用 2,794 548 321 465 826 514 437 334 282 255

H30採用 176 24 16 25 42 32 28 19 15 15

H31採用 186 26 15 27 53 25 19 20 19 15

脳神経外科 放射線科 麻酔科 病理 臨床検査 救急科 形成外科
リハビリ

テーション科 総合診療 総計

H30採用 224 260 495 114 6 267 163 75 184 8,410

H31採用 252 234 489 118 19 286 193 69 179 8,615

H30採用 11 15 28 4 1 24 12 4 6 497

H31採用 11 10 29 5 1 26 17 4 8 516

診療科

全国

神奈川県

診療科

全国

神奈川県

 

※採用数は、一般社団法人日本専門医機構による専攻医の採用実績に関する報道発表資料の数値を引用 

※年度：H：平成 

 

 ウ 自治医科大学 

○ 自治医科大学は、医療に恵まれないへき地等における医療の確保向上及び地域住民の福祉

の増進を図るため、医の倫理に徹し、かつ、高度な臨床実践力を有する医師を養成すること

を目的として、昭和47(1972)年に全国の都道府県が共同で設立しました。同大学は、全都道

府県から毎年２人程度が入学し、各都道府県は、医学生に対し入学金と授業料を修学資金と

して貸与します。本県を含め、医学生は大学卒業後、出身都道府県知事が指定する病院等に

医師として義務年限期間を勤務することで、貸与金の返還を免除します。 
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【神奈川県の自治医科大学卒業後の義務年限期間中の勤務】 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 

←初期臨床研修→ 
← 後 期 研 修 → 

(保健福祉事務所を含 む)  

← 地 域 医 療 機 関 勤 務 → 

(県立診療所、保健福祉事務所を含む) 

○ 本県の自治医科大学卒業医師は、義務年限期間中に県の保健福祉事務所において公衆衛生

行政を担うとともに、県立煤ケ谷診療所・真鶴町国民健康保険診療所などの県内の公立・公

的医療機関に勤務し地域貢献を担っています。 

○ 令和元（2019）年度自治医科大学卒業の義務年限期間中医師：19人 

【内訳（延べ人数）】※勤務割振の都合により一部重複 

県 有 施 設：保健福祉事務所（７人）、煤ケ谷診療所（２人） 

県 立 病 院 機 構：県立病院（７人） 

公立・公的医療機関：病院（９人）、診療所（３人） 

○ 義務年限期間を終えた自治医科大学卒業医師は、多くの医師が神奈川県内に残り、本県の

医療を支えています。 

【自治医科大学義務年限後勤務先】 

義務年限終了医師（令和元(2019)年度まで）：68人 県内勤務率70％（不明を除く） 

 県内（人） 県外（人） 

国・県（派遣１名を含む）  ３ １ 

県立病院機構 ５ ０ 

勤務医（病院・診療所） 24 ８ 

診療所等（開業） ６ ３ 

教育機関（大学など） ４ ６ 

死去 １ ０ 

合計 43 18 

※ 勤務先不明 ７人 

（３）医師の働き方改革に向けた勤務環境の改善と医師負担軽減の取組みについて 

○ 県では、医師をはじめとした医療従事者の勤務改善、働き方を改革するため、平成27年１月

５日に医療勤務環境改善支援センターを設置しました。 

○ 医療勤務環境支援センターは、医師と看護師等の医療従事者の離職防止や定着促進、医療安

全の確保等を図るため、神奈川県と神奈川労働局が連携して設置した組織で、医療勤務環境改

善に主体的に取り組む医療機関に対し、アドバイザーの派遣や働き方改革に関する取組みにか

かわる講演会の開催、情報提供を行い支援しています。 

〇 平成31(2019)年３月に「医師の働き方改革に関する検討会 報告書」では、令和６(2024)年

４月から適用される医師の時間外労働規制、今後目指す医療機関内のマネジメント改革、地域

医療提供体制における機能分化・連携など、労働時間短縮に進めるための具体的方向性が示さ

れました。 

 

 



 

- 150 - 

 

 

（参考） 医師・歯科医師・薬剤師統計から見る本県の状況 

  

  

 出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 
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（１）県内医療需要の現状 

○ 本県内の医科大学に臨時定員増を伴う神奈川県の地域枠45名の設定などの取組みにより、

本県の医師数（医療施設従事医師数）は年々増加を続けています。しかし、平成28(2016)年末

時点で、人口10万人当たりの医師数は全国の246.7人に対して、神奈川県の医師数は212.4人

（全国39位）と全国平均を下回り、医師不足の状況にあります。 

〇 また、神奈川県地域医療構想では、「必要病床数」は今後の人口増加と急激な高齢化等によ

り、令和７（2025）年には「既存病床数」から約１万１千床増加すると推計しました。この

病床数は令和７（2025）年の医療需要の将来推計に基づく推計値であり、必ずしも将来にお

ける変動要素（交通網の発達、医療技術の進歩等）を全て勘案して算出したものではありま

せんが、今後高齢化に伴い県内の医療需要が増えることは推計から明らかです。 

（２）医師の養成・確保について 

○ 本県の医師数は、平成20(2008)年からの医学部の入学定員の増加に伴い、令和７(2025)年ま

ではこれまでと同様の増加が見込まれますが、現在の人口10万人当たりの医師数は、今後も全

国平均を下回ると推測します。 

○ 診療科や地域による偏在に対し、不足する診療科や地域に勤務し、地域医療に貢献する医師

の養成・確保に取り組むことが必要です。 

○ 地域医療支援センター運営委員会では、医師不足地域への地域枠の医師の派遣先の調整には、

地域医療支援センターの機能の強化が必要であると意見があります。 

ア 地域包括ケアシステムにかかわる医師 

○ 今後の高齢化の進展等に伴い、在宅医療等を必要とする患者数は大幅に増加することが推

計されており、現在の医療提供体制のままでは、在宅医療等を支える体制が不十分となるこ

とから、在宅医療を支える医師をはじめ、地域包括ケアシステムにかかわる医師の不足が懸

念されます。【一部再掲】 

（３）医師の働き方改革に向けた勤務環境の改善と医師負担軽減の取組み 

○ 働き方改革関連の法改正に基づき、病院などの医療機関は平成31(2019)年４月より時間外

労働時間の上限規制が導入されましたが、医師は令和６(2024)年３月末まで猶予期間が設けら

れました。国は医師の時間外・休日労働時間の上限を当面月100時間とすることを目標として

います。また、猶予期間終了後には、連続勤務時間制限と次の勤務まで９時間のインターバル

の確保も必要となります。 

○ 医学過程は６年制のため、医師の就労開始年齢は、医療以外の職種に比べて高いこととなり

ます。医師が高齢になっても働き続けられるよう、長時間勤務が常態化されている医師の労働

の環境整備が必要です。 

○ 女性医師数は、全国的に年々増加し平成30(2018)年末は21.9％を占めます。本県の女性医師

の割合は25.3％であり、東京都に次いで全国２位と高くなっています。 

○ 女性医師は、出産・育児などで、一旦離職せざるを得ない場合や、勤務しても「当直や夜勤が

できない」といった制約が生じることがあります。 

 

課題 
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（４）医師確保の方向性 

ア 国が示す医師偏在指標 

 ○ 医師偏在指標とは、都道府県ごとまたは二次保健医療圏ごとの医師数を、医療需要、人口

構成とその変化、患者の流出入、へき地等の地理的要件、医師の性別や年齢分布などを考慮

した上で、統一的・客観的に、地域ごとの偏在や、診療科別の偏在を比較・評価した指標で

す。 

○ この医師偏在指標にかかわる全国順位に基づき、都道府県は上位・下位順位1/3の二次保

健医療圏をそれぞれ「医師多数区域」、「医師少数区域」と設定し、医師少数区域に対して重

点的に医師の確保の取組みを行います。 

○ 国が令和元(2019)年12月に都道府県に示した医師偏在指標によると全国の指標は239.8で、

神奈川県の医師偏在指標は230.9で全国26位であり、医師多数、医師少数に当たらない中間

の都道府県の位置づけとなります。(資料６) 

○ 国の設定によれば、本県と県内の二次保健医療圏の医師偏在指標は医師少数に当たらない

ため、追加目標医師数は、「増員なし」となります。(資料６) 

○ 産科は、本県と県内の各周産期医療圏では、相対的産科医師少数区域の該当はありません

でした。(資料７)  

○ 小児科は、本県は相対的小児科医師少数県で、鎌倉、平塚・中郡、厚木の３小児医療圏は、

小児科医師少数区域であることから、早急な対策が必要な地域です。(資料８)  

イ 医師偏在指標の評価 

○ 神奈川県の医師偏在指標のとらえ方 

 本県は、夜間に比べ、就業や就学により東京都などに流出し昼間の人口が少ないことから、

医師偏在指標は、医療需要が低く見積もられます。離島地域が流出を前提に医師多数区域に

なるなど、昼間の患者の流出を前提としての算出には妥当性に議論があります。 

 本県の人口構成が若い県（全国５位）に分類されることから、人口当たりの医療需要が低

くなります。さらに、医師の年齢分布が若い（全国２位）ため、医師一人当たりの就労時間

が長く計算されます。 

○ 今回、国は産科と小児科の診療科別の偏在指標を示しました。しかし、医療対策協議会に

おいては、外科、内科、脳神経外科など人口10万人当たりの医師数が低い診療科についても

県独自の目標設定が必要との意見があります。 

ウ 県内の実情との整合 

○ 人口 10 万人当たりの医師数によると、県西部、県央部の医師不足が顕著であり、かつ医

師偏在指標も県西地域、県央地域が医師少数区域との境界にあることから、県内における

相対的な評価についてはこれまでの認識と変わりありません。 

○ 本県は今後も全国平均を上回るスピードで高齢化が進み、医療需要の増加が見込まれる

ことから、医療需要の増加が見込まれる他県とその対策について意見交換が必要です。 

○ 横浜市、川崎北部、川崎南部、相模原、横須賀・三浦、湘南西部地域が医師多数地域に

該当しますが、地域医療支援センター運営委員会では、医師偏在指標による評価は現場感

覚と明らかに異なっているという意見があります。 
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○ 医師偏在指標が中間県であるという理由により、医師確保が行えないこととする国の方

針には異論があります。これまでの医師確保の取組みを踏まえ、県独自の将来の医師数を

見越した医師確保対策を示す必要があります。 

○ 医師の県内就労希望者は他県よりも多いこと、今後医師の就労年数が延長することか

ら、本県の医師数は、今後も 300 人程度（平成 22（2010）年から平成 30(2018)年までの

年平均の医師増加数）の増員が見込め、令和７(2025)年の神奈川県の推計医師数は 21,676

人となります。 

〇 令和５(2023)年の本県の人口は 916.2 万人と推測(神奈川県将来人口推計 H30.12)するこ

とから、人口 10 万人当たりの本県の医師数は 229.8 人と推計できます。この推計医師数

229.8 人は、平成 30(2018)年 12 月の全国の数値(246.7 人)を下回るため、令和７(2025)年

においても本県の医師は不足していると考えます。 

 

○ したがって、県は、令和７(2025)年の医師偏在指標は、中間県を維持すると予想します

が、今後の県民及び県内医師の高齢化を考えれば更に上積みを図る必要があります。 

○ 本県の初期臨床研修終了後の専門研修の場として、100 名程度が東京都などの県外に流

出していることから、県内において継続的に初期臨床研修から専門研修が行えるような環

境づくりが必要です。 

○ 昼夜間人口の反映と患者の流出入などの点について、議論の余地が残るため、県は医師

偏在指標に加え、人口 10 万人当たりの医師数も併せて分析し、本県の地域医療提供体制

を重視した検討を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県の医師数の推移及び今後の見込み (単位：人)

H22 H24 H26 H28 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
2010 2012 2014 2016 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

実績 実績 実績 実績 実績 見込 見込 見込 見込 見込 見込 見込

総　数 16,997 17,567 18,349 18,784 19,492 総　数 19,804 20,116 20,428 20,740 21,052 21,364 21,676

対前回 - 570 782 435 708 対前年 312 312 312 312 312 312 312

区　分 区　分

【コラム】「医師少数スポット」について 

 医師確保計画は医師の確保方針を二次医療圏ごとに作成しますが、局所的に医師が少ない地域

がある場合は「医師少数スポット」の設定ができます。地域医療支援センター運営委員会におい

て三浦市などの半島地域、相模原市の津久井地域の一部が「医師少数スポット」に該当するか検

討しました。医師確保計画策定ガイドライン上では、「無医地区・準無医地区」のいわゆるへき地

医療の対象地域であっても、既に巡回診療の取組みが行われている地域は「医師少数スポット」

の設定ができないとされており、へき地医療のない本県は、「医師少数スポット」の設定はできま

せん。しかし、県はこれらの地域における医師の状況について注視していくことが必要と考えま

す。所属する二次医療圏（保健医療圏）の医師の多寡などを踏まえた上で、一次医療圏（保健医

療圏）ごとに医師少数区域に準じた取扱いを行うか検討を行っていきます。 
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資料６ 医師偏在指標と医師多数・少数区域の設定、目標医師数について 

県の医師数と医師偏在指標、区域の設定、目標医師数について 

 

 

医師数 
（平成30年

12月） 

(人) 

 

（A） 

人口 
(平成31年１

月 時 点 の推

計人口) 

(10万人) 

（B） 

人口10

万人当

たりの

医師数

(人)※１ 

医師
偏在
指標 

 
（C） 

区域
の別 

※2 

患者の
流出入
数 

(千人) 

目標医
師数(人) 

(令和４年

４月) 

 

全国 311,963 126,443 246.7 239.8    

神奈川県 19,492 91.77 212.4 230.9 中 -3.6 19,492 

 

二次保健医療圏の医師数と医師偏在指標、目標医師数、区域の設定、目標医師数について 

 

 

二次保健医療圏 

医師数 
（平成30年

12月） 

(人) 

 

（A） 

人口 
(平成31年１

月時点の 推

計人口) 

(10万人) 

（B） 

人口10

万人当

たりの

医師数

(人) ※1 

医師
偏在
指標 

 
（C） 

区域
の別 

※2 

患者の
流出入
数 
(千人) 

目標医
師数(人) 

(令和４年

４月) 

 

神奈川県 19,492 91.77 212.4 230.9 中 -3.6 19,492 

二

次

保

健

医

療

圏 

横浜 8,424 37.40 225.1 246.0 多 -5.1 8,424 

川崎北部 1,766 8.60 205.3 270.9 多 -7.4 1,766 

川崎南部 1,584 6.56 241.5 311.3 多 -14.0 1,584 

相模原 1,588 7.23 219.6 225.0 多 28.6 1,588 

横須賀・三浦 1,585 7.01 226.1 217.5 多 -13.0 1,585 

湘南東部 1,334 7.22 184.8 176.9 中 -6.5 1,334 

湘南西部 1,443 5.84 247.1 212.0 多 17.4 1,443 

県央 1,181 8.51 138.8 165.1 中 -16.4 1,181 

県西 587 3.40 172.6 164.8 中 -3.1 587 

※1 医師数は平成30(2018)年12月医師・歯科医師・薬剤師統計の医療施設従事者数 

※2 医師多数区域を「多」、医師少数区域を「少」、その他の区域を「中」と記載(以下同様) 

※医師確保計画策定ガイドライン上は、本県は医師少数県でなく、かつ二次保健医療圏に

医師少数区域がないため、同ガイドライン上では目標医師数は現状維持になります。 
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資料７ 産科医師偏在指標と産科医師少数区域の設定について 

県の産科の医師数と医師偏在指標 

 

 

産科 
医師数 

(人) 

15～49歳女性

人口 

(10万人) 

15～49歳の女

性の10万人当

たりの産科医

師数(人) ※1 

産科医師
偏在指標 

 

産科医師
少数区域
の別 
※2 

全国 11,332 254.35 44.6 12.8  

神奈川県 763 19.51 39.1 13.8  

 

周産期医療圏の産科の医師数と医師偏在指標 

 
二次保健医療圏/周産期医
療圏 

産科 
医師数 

(人) 

 

 

15 ～ 49 歳
女性人口 

(10万人) 
 

15～49歳の女

性の10万人当

たりの産科医

師数(人)※1 

産科医師
偏在指標 

 

産科医師
少数区域
の別 
※2 

神奈川県 763 19.51 39.1 13.8 - 

横浜 
横浜(鎌倉市、藤沢
市を含む) 

386 8.08 40.7 15.9 - 

川崎北部 
川崎 137 

1.98 40.9 
14.2 - 

川崎南部 1.53 36.6 

横須賀 
・三浦 

三浦半島(鎌倉市
を除く) 

32 1.30 42.3 13.3 - 

県央 
県 央 北 相 ( 厚 木
市、愛川町、清川村
を除き、寒川町を
含む) 

108 
1.77 31.1 

10.6 - 
相模原 1.52 42.1 

湘南東部 湘南(藤沢市、寒川
町を除き、厚木市、
愛川町、清川村を
含む) 

81 
1.53 33.3 

10.0 - 
湘南西部 1.14 46.5 

県西 西湘 19 0.66 28.8 11.7 - 

※1 産科医師数は医師・歯科医師・薬剤師統計（平成30年12月）による。 

※2 全国下位順位1/3の周産期医療圏における医師少数区域：(少）、その他の区域（-）と記載 
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資料８ 小児科医師偏在指標と小児科医師少数区域の設定について 

県の小児科の医師数と医師偏在指標 

 小児科 
医師数 

(人) 

 

15歳未満人
口(対10万人)  

15歳未満の

人口10万人

当たりの小

児科医師数 

(人) ※1 

小 児 科 医
師 偏 在 指
標 

 

小児科医
師少数区
域の別 

※2 

全国 17,321 154.15 112.4 106.2  

神奈川県 1,123 11.11 101.1 97.6 少 

 

二次保健医療圏の小児科の医師数と医師偏在指標 

 

二次保健医療圏/小児医療圏 

小児科 
医師数 

(人) 

 

15歳未満人
口(対10万人) 

15歳未満の

人口10万人

当たりの小

児科医師数

(人) ※1 

小 児 科 医
師 偏 在 指
標 

 

小児科医
師少数区
域の別 

※2 

神奈川県 1,123 11.11 101.1 97.6 少 

横浜 横浜北部 187 

4.54 114.8 

87.0 - 

横浜西部 130 88.4 - 

横浜南部 204 141.2 - 

川崎北部 94 1.06 88.7 98.9 - 

川崎南部 80 0.82 97.6 85.6 - 

相模原 93 0.85 109.4 106.4 - 

横須賀・

三浦 

三浦半島 48 
0.78 84.6 

95.2 - 

鎌倉 18 75.2 少 

湘南東部 東湘 87 0.95 91.6 90.2 - 

湘南西部 平塚・中郡 30 
0.68 107.4 

50.8 少 

秦野・伊勢原 43 110.6 - 

県央 厚木 26 
1.05 75.2 

80.4 少 

県央 53 86.7 - 

県西 西湘 30 0.38 78.9 102.7 - 

※1 小児科医師数は医師・歯科医師・薬剤師統計（平成30(2018)年12月）による。 

※2 全国下位順位1/3の小児医療圏における医師少数区域：(少）、その他の区域（-）と記載 
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（１） 医師の養成・確保対策の推進（県、市町村、医療機関・医療関係者・関係機関） 

ア 地域枠医師等の養成（県、地域医療支援センター、大学） 

○ 県は医療関係団体、大学、市町村、一般県民などの委員で構成する医療対策協議会にお

いて、医師の養成・確保対策の議論を進めます。 

○ 地域枠医師制度は、県が医師偏在対策に主導的に取り組む手段の一つであり、本県で働く

医師が、地域で働くことに意義と魅力を感じられるよう、取り組んでいきます。 

○ 大学や医師会などと連携し、募集時に地域枠医師の義務を十分に説明するとともに、地域

枠として入学した医学生（以下「地域枠学生」という）に対し、県は入学時ガイダンスや地

域医療に関する研修や地域医療の現場を見学する機会を通じて、地域枠医師の役割の認識を

強め地域医療への動機付けを行います。さらに、地域枠学生に対し、地域枠の先輩医師や地

域の医療機関との交流の場を設けるなど、「県内で地域医療に貢献したい」という意識の醸

成を図っていきます。 

○ 地域枠として養成した医師一人ひとりが、県内に勤務する専門研修を含めた９年間を通し

たキャリア形成プログラムを選択し、専門研修中に技術や経験をしっかりと身に着け、医師

本人の自主性も尊重しながら、医師が不足している地域で活躍できるように育成に努めます。

また、義務年限後も県内で勤務できるよう、関係医療機関に協力を依頼します。 

○ 県は、修学資金の貸付けを受けた地域枠医師に対し、県内の医師不足診療科である産科（産

婦人科）、小児科、外科、麻酔科、内科、救急科、総合診療（科）の７診療科（専門領域）の

必要性、魅力などについて啓発を図り、不足診療科の従事を誘導します。 

○ 地域枠医師の義務の履行期間において、出産育児、留学などにより履行を中断する場合は、

地域医療への貢献を条件に、義務年限の延長を認める柔軟な対応を行った上で、県は医療機

関と地域医療従事と専門医資格の取得の両立を目指したキャリア形成プログラムの作成に

努めます。 

○ 県は、自治医科大学を卒業した医師に対し、初期臨床研修を含めて、医師不足地域の医療

機関と保健福祉事務所勤務を含む県内の医療機関での勤務を要請し、後期研修期間の３年間

は専門研修の履修も可能です。 

○ 相模原市は、平成22年以降、北里大学の恒久定員枠の中に「相模原市地域枠制度」を設定

し、主に津久井地域へ相模原市地域枠医師を派遣しています。 

○ 県は、修学資金の貸付けのない横浜市立大学の地域医療枠医師225人が、県内の就職が

要件になっていることから、初期臨床研修と専門研修を含めた９年間のキャリア形成プロ

グラムに則って、県内の医療機関での勤務を依頼します。 

○ 病院を退職した医師（セカンドキャリア）が、総合診療を担う医師として活躍できるよう

検討していきます。 

イ 地域医療支援センター（県） 

○ 県では地域において必要とする医療を確保するため、平成27(2015)年10月30日に地域医

療支援センターを設置しました。 

○ 地域医療支援センターでは、医師不足の状況等の把握、分析、医師のキャリア形成支援、

施策 
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医師が不足している病院の支援、情報発信と相談への対応等の事業を行っています。 

○ 県では、効果的な医師の配置調整等を行う地域医療支援事務のために「医療対策協議会」

や「地域医療支援センター運営委員会」において、専門的な見地から意見をいただき、医師

確保のための施策を推進していきます。 

○ 県出身の医学生と神奈川県出身の県外の医学生が、神奈川県内で初期臨床研修を行うこと

に魅力を感じてもらえるよう、県は県内４医科大学等と協力し、人材養成に向けた県全体の

取組みを議論していきます。 

○ 医師の確保と地域偏在の解消に向けた取組みは、特に次世代を担う若い医師を確保するこ

とが重要です。同時に、若手医師自らが、神奈川県の医師として力を発揮しようという高い

モチベーションと課題意識を持つよう、講演会などのイベントを引き続き行っていきます。 

○ 県は学会等関連団体が主催する診療科選択に寄与するための初期臨床研修医向けセミナ

ーに対する協力を通じ、初期臨床研修医が研修修了後に県内における医師不足診療科にかか

わる専門研修プログラムを選択するよう働きかけていきます。 

○ 地域医療支援センターは、医療勤務環境改善支援センターと連携し、地域枠を派遣する医

療機関に対し、医師の働き方改革に向けた啓発活動を行います。 

ウ 専門研修カリキュラム（県、市町村、医療関係者、地域医療支援センター、大学） 

○ 専門研修を実施する基幹病院と関連施設が協調しながら、神奈川県キャリア形成プログラ

ムの研修内容を充実することにより、県内で専門研修を行う医師(専攻医)の誘導を図り、県

内で研修する若手医師を増やしていきます。 

○ 専攻医は、基本領域専門医を卒後５～７年で取得できるよう、指導医と複数の専門医が所

属する基幹・関連施設で研修します。専攻医が専門医取得に関連する診療科をローテーシ

ョンし、幅広い知識と技術を習得します。 

○ 基本領域専門医は、２階層目のサブスペシャルティ専門医を卒後７～10年で取得できる

よう、基幹施設が、修練する関連施設とのグループ化を強化し専門医研修を拡充します。 

〇 県は専門研修カリキュラムにおいて、横浜と川崎の基幹施設に対し、一定期間（２年程

度）横浜と川崎以外の地域の関連施設と連携して修練を行うプログラムの作成を依頼し、

卒後若い時期に地域において広い診療分野の医療を経験できるよう要請していきます。 

○ さらに、医療機関は、大学病院、400床以上のいわゆる総合病院、200-400床の中規模総合

病院、200床以下の小規模病院、有床診療所、無床診療所があり、それぞれが地域での役割

を担っていることから、県は専門研修基幹施設が実施するプログラムにおいて、中小病院

などの医療機関を連携施設に加えるよう、要請していきます。 

○ 医療対策協議会では、地域医療支援センターの機能を強化し、地域枠医師が本人の意思を

尊重したうえで、義務年限終了後も地域での診療に従事できるよう引き続き検討します。 

○ 医局に所属していない地域枠医師が専門医の取得後、県内で就労できるよう、県内の４医

科大学と連携し、診療科ごとに、サブスペシャルティ専門医の取得と県内定着などのテーマ

について意見交換を行っていきます。 

エ 国等への要望（県、市町村、医療関係者、地域医療支援センター、大学） 

○ 医療対策協議会は、新専門医制度の地域医療への影響を多様な角度から分析し、県は、

国や一般社団法人日本専門医機構等に対し、地域医療に資するために必要な提言を行いま
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す。（例：専攻医選考過程における地域枠医師の優先採用、地域枠医師へ配慮した固有プロ

グラムの検討、カリキュラム制の採用） 

○ 臨時定員増を伴う医学部の地域枠については、令和３年度までは認められています。しか

し、県は地域偏在と診療科偏在の解消のため、県内４医科大学と連携のうえ、地域枠制度の

継続を国に引き続き要望します。（横浜市立大学地域医療枠は恒久枠のため令和４年度以降

も継続） 

〇 県は、地域枠医師や自治医科大学卒業生が県内でキャリア形成を構築できるよう、専攻医

募集時に地域枠医師を優先的に採用するための配慮と、県内の専門研修基幹病院のカリキュ

ラム制のプログラムの導入促進などについて、国及び一般社団法人日本専門医機構に引き続

き要望していきます。 

○ 県は、専攻医の定員に上限（シーリング）を設けている一般社団法人日本専門医機構に

対して、都道府県の事情を考慮した診療科別の定員の是正を要望します。 

○ 新専門医制度によるサブスペシャルティ専門医の取得が地域医療（地域枠制度）に悪影

響を与えないよう一般社団法人日本専門医機構に対し要望します。 

（２）二次保健医療圏の医師の確保について 

〇 地域枠出身者と自治医科大学出身者等を県内の医療機関に配置することにより、地域による

医師の偏在と診療科偏在の解消に取り組み、地域枠医師の県内定着を図ります。 

○ 本県は高齢化による医療需要の増大が見込まれていることから、医師の中長期的な地域偏在

解消のため、二次保健医療圏における医師不足地域に限らず、中間地域、医師多数地域であっ

ても、引き続き医師確保の施策を行います。 

○ 県内の医師数は、平成30(2018)年の19,492人から令和７(2025)年に2,184 人増加の21,676

人（11.2％増）を目標とします。増加する医師は、医師が不足している二次保健医療圏に重点

的に配置する目標医師数を設定します。 

○ 医師偏在指標によると本県は医師少数の都道府県でないこと、かつ二次保健医療圏にも医師

少数区域がないことから、医師確保計画策定ガイドライン上では目標医師数は現状維持とはな

ります。しかし、本県は湘南西部が全国平均を少し上回るものの、ほぼすべての地域で人口10

万人当たりの医師数が全国平均を下回るため、県内全域で医師確保は必要です。 

〇 医師数が県平均より少ない二次保健医療圏では、令和７（2025）年までに、医師数を平成

30(2018)年の本県の人口10万人当たりの医師数である212人にすることを目標とします。その

ため、医師偏在指標における県平均との比率から、医師少数区域のボーダーライン上の県西地

区及び県央地区は平成30(2018)年と比較し28％増(注1)、医師数が全国平均より少ない湘南東

部は20％増(注2)と目標を設定し、医師確保にかかわる施策を行っていきます。（注1：令和７

(2025)年度までに18％増 注2：令和７(2025)年度までに13％増） 

○ 医師不足の地域に指導医と専門医を受け入れできる環境づくりが重要です。専攻医の研修が

可能となるよう、医師が不足している地域における指導医と専門医の指導環境の整備を検討し

ていきます。 

（３）診療科別の医師の確保について 

○ 今後、令和２(2020)年から令和７(2025)年までに増加が見込まれる医師 2,184人は、医師需

給分科会で国が平成31年２月に試算を公表した「都道府県別診療科ごとの将来必要な医師数
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の見通し（たたき台）」から本県の必要な医師の割合をもとに本県で特に不足している診療科

ごとに増員に占める診療科の割合の設定を行います。 

〇 今後医師となる2,184人は、内科（総合診療を含む）42％、産科・産婦人科９％、小児科５％、

外科13％、麻酔科３％、救急科３％等に優先的に修練していただけるよう、臨床研修医、医学

生に対し意識啓発を図ります。 

○ 県が医師不足診療科として医師修学資金貸付条例の対象としている産科（産科を行う産婦人

科も含む）、小児科、麻酔科、外科、内科、救急科、総合診療（科）を医学生と初期臨床研修医

が目指すよう啓発に取り組み、不足している診療科の研修プログラム数を重点的に設定し、診

療科を誘導していきます。 

○ 具体的には、県と県内４医科大学及び関連医療機関は、学会等関連団体が主催する初期臨床

研修修了後の診療科選択のためのセミナーの開催に協力し、医師不足診療科を志望する者の掘

り起こしの取組みを支援します。 

○ 県は、診療科ごとに県内大学と指導医の派遣に向けた意見交換を行い、医師不足地域にも

配慮します。 

○ 三次と二次の救急病院の救急部門は、勤務環境の改善の観点から、当直制から交代制に移行

することが予想され、救急専門医の増員に加え、夜間と休日に救急に勤務する内科、外科等の

医師の確保が必要なため、学生に向けた啓発活動が必要です。 

○ 周産期医療も当直制から交代制に移行することが予想され、産科、小児科を選択する医師が

増えるための啓発活動が引き続き必要です。 

○ 女性医師が働きやすい環境を整備することで、女性医師が活躍できる診療科を増やしていき

ます（後述）。 

（４）地域包括ケアシステムにかかわる医師の養成について（県、医療関係者、地域医療支援セ

ンター、大学） 

○ 将来の在宅医療等の医療需要の増加に対応するために、関係団体と連携して在宅医療に関す

る研修等の教育の機会を設け、地域包括ケアシステムにかかわる総合診療専門医の育成を支援

します。 

〇 今後は、地域枠と自治医科大学卒業や地域枠以外の若い医師の中から総合診療専門医を育成

するために、県内４医科大学と協力し、医学生の時期から総合診療（科）に興味を持てるよう

に、研修会などを通じて支援していきます。 

〇 ベテラン医師のセカンドキャリアとして、内科医や外科医、「がん」を担当している医師等

が、在宅医療・緩和医療にかかわる総合診療医へのキャリア転換の促進について、医療対策協

議会で検討します。 

〇 今後、精神分野の在宅医師の役割が重要になることから、在宅精神専門医の育成を支援しま

す。 

（５）医師の働き方改革に向けた勤務環境の改善と医師負担軽減の取組みについて（県、市町

村、医療機関・医療関係者） 

〇 医師の働き方改革の労働法制の猶予期間は令和６（2024）年３月までのため、医師の働き方

改革に関連した取組みについて、医療対策協議会で協議を行っていきます。 

〇 労働時間短縮を進めるために、医療機関内のマネジメント改革を推進する医療機関の相談や、
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好事例の提供などを積極的に行います。 

〇 初期臨床研修医と専攻医が継続して県内で就労し、専門医を取得するための研鑽や研究活動

に活用できる時間を確保するためには、病院勤務医の過重労働の緩和に向けた諸施策とともに、

初期臨床研修医と専攻医が所属する医療機関に十分な勤務医が確保されていることが必要で

す。 

〇 県では、実効性の高い医師確保対策を進めるため、市町村、医療機関、大学、医師会等の関

係団体からなる医療対策協議会において、医師が安心できる労働環境で保健医療を提供できる

よう、医師の新しい働き方を示す先進的な取組みを行う医療機関の事例（タスク・シフティン

グ、タスク・シェアリング、ＩＣＴ等の技術を活用した効率化等）を紹介し、社会保険労務士

や医業経営コンサルタントを派遣するなど医療機関が主体的に勤務環境の改善に取り組める

よう支援します。 

ア 医療勤務環境改善支援センター（国、県、医療関係者） 

○ 同センターでは、離職防止や定着促進、医療安全の確保等を図るとともに、長時間労働の

是正のための「働き方」に関する医療従事者の勤務環境改善に主体的に取り組む医療機関に

社会保険労務士や医業経営コンサルタントの派遣などの支援をします。 

〇 医療勤務環境改善支援センターでは、今後の当直制から交代制への移行や、短時間勤務の

推進など、先進事例を紹介し、医師の働き方改革に取り組む病院を増やすよう啓発活動を行

います。 

○ 具体的には、医師の時間外労働規制、タスク・シフティング、タスク・シェア、チーム医

療、女性医師の働き方や離職した女性医師の状況把握、復職支援の方策など、医師の勤務環

境を改善し、医師の負担を軽減するための取組みなど、県内の好事例（例：ＡＩホスピタル

の技術の活用）などの普及啓発を行います。 

○ 医療従事者間において、パワーハラスメント、セクシャルハラスメント、マタニティハラ

スメント等に伴う離職があります。医師不足の中、人材活用に向け、このような離職をなく

すよう、医療勤務環境改善支援センターにおける医療労務管理アドバイザーの相談支援や研

修会等による医療機関への普及啓発を図ります。 

イ 女性医師対策 

○ 医師不足が大きな課題となっている中、近年増加している若い女性医師に活躍してもらう

ためにも、ライフスタイルの変化に応じて、医師として働き続けることができる環境の整備

が必要です。 

○ 女性医師が育児をしながら働き続けられるように院内保育施設の整備等、職場環境の整備

とともに、子育て後の復職支援を図る取組みが求められます。この子育て支援の取組みは初

期臨床研修医と専攻医の県内定着に有用です。 

○ 医療勤務環境改善支援センターでは、女性医師が講師となり、医療機関の管理者を対象に、

仕事と子育ての両立をテーマとした研修会を開催したほか、医療機関における短時間勤務の

導入や、院内保育施設の保育時間の延長といった、勤務環境の改善を促す取組みも行ってい

ます。  

○ 女性医師の働き方や離職した女性医師の状況把握をすることで、復職支援の方策等につい

て検討し、好事例の普及啓発などを行います。 
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○ 今後もこれらの取組みを通じて、女性医師が安心して働ける「かながわ」の実現を目指しま

す。 

○ 神奈川労働局の事業として、県社会保険労務士会が医療従事者間におけるハラスメントな

どの相談にも応じていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【コラム】（令和６(2024)年の働き方改革関連労働規制の対応に向けて） 

○ 国では2040年を展望した医療提供体制の改革について、地域医療構想の実現、医師・医療従

事者の働き方改革の推進、実効性のある医師偏在対策の着実な推進を三位一体で推進すること

としています。改革を行う際の前提となる必要な医師の養成と確保を国に求めていきます。 

○ 平成31(2019)年３月に「医師の働き方改革に関する検討会 報告書」が発表され、令和６

(2024)年４月から医師の時間外労働規制が適用され、医療機関では医師の確保に加え、勤務時

間短縮に向けた取組みが必要になりました。 

○ 国は令和10(2028)年に医師需給が均衡するとの試算を示していますが、全国知事会は、医師

の労働時間の正確な把握及び需給推計の再検討を申し入れています。 
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（１） 県内の一次医療機関の現状 

○ 平成29(2017)年の調査では、県内の診療所の従業員数は6,624人であり、人口10万人当たり

の診療所数は72.8箇所で、全国平均（80.4箇所）を下回っています。（資料1） 

（２） 就業医師数 

○ また、診療所は横浜市内診療所数が県全体の44.7％を占めておりますが、診療所当たりの従

業員数は川崎南部、横須賀三浦地区が他の二次保健医療圏と比べ多いのが特徴です。（資料１） 

資料１ 県内の診療所数及び従業員数について 

 

 

 

 

 

 

（１） 外来医療機能の定義 

○ これまで実際の医療行為について「入院医療」と「外来医療」とに分けていましたが、近年

の外来医療の偏在に関する国の議論では、「外来医療機能」を地域の診療所の外来患者対応割

合などを勘案するものとしています。 

 

 

二次保健医療圏 診療所数(H29) 診療所の従業員数(人)(H28) 人口10万人当たりの診療所数(H29)

神奈川県 6,661 6,624 72.8
横浜 2,977 3,066 79.9
川崎北部 517 548 60.7
川崎南部 461 510 71.6
横須賀・三浦 531 620 75.1
湘南東部 569 584 79.5
湘南西部 385 233 65.7
県央 541 488 63.9
相模原 419 343 58.1
県西 261 232 75.7

第２節 外来医療に係る医療体制の確保 

○ 平成30(2018)年７月に成立した「医療法及び医師法の一部を改正する法律」に基づき、国

から外来医師偏在指標等の情報提供がありました。外来機能に関する外来医療機関間での機

能分化・連携の方針等についてのガイドラインが示され、都道府県は、地域包括ケアシステ

ムを構築するため、外来医療に係る医療提供体制の確保に関する協議の場の設置について検

討してまいります。 

現状 

課題 

出典：厚生労働省「医療施設調査(H29)」、「医師・歯科医師・薬剤師調査(H28)」 

10万人対診療所数を出すための「神奈川県人口統計調査(H29.4.1)」の数値を使用 
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（２） 不足する外来医療機能 

○ これまで、外来の機能について、例えば人口当たりの外来医療機関数の多寡などの評価は行

われていませんでした。しかし、国の議論において「無床診療所の開業が都市部に偏っている

ことへの対応として、情報の可視化・提供に加え、外来医療機能に関する協議をどのように行

うか」についての問題提起がなされています。 

○ また、医師の時間外労働規制が令和６（2024）年度に施行されることによる影響を注視する

必要があります。（資料３） 

（３） 厚生労働省からの要請 

○ 無床診療所の開業が偏っていることへの対応として、情報の可視化・提供に加え、外来医療

機能に関する協議をどのように行うかについて、平成30(2018)年７月の医師法・医療法の改正

に伴い、都道府県は保健医療計画に位置付けます。 

（４） 外来医師偏在指標と外来医師多数区域の設定 

ア 外来医師多数区域の設定についての考え方 

○ 外来医療に係る医療体制の確保に関するガイドライン（以下「外来医療計画策定ガイドラ

イン」という）に基づき、国が算出した二次保健医療圏毎の外来医師偏在指標を用い外来医

師多数区域の設定を行います。 

○ 外来医療計画策定ガイドラインに基づいた外来医師偏在指標が全国の二次保健医療圏の

中で上位1/３に該当する二次保健医療圏を外来医師多数区域と設定することとなっていま

す。 

○ 県内の議論（医療対策協議会部会等）において診療所と病院外来の連携の重要性をもっと

評価すべきとの意見があります。 

資料２ 外来医師多数区域について 

二次保健医療

圏名 

外 来 医 師

偏在指標 

外来医師多数区

域該当の有無 

横浜 105.5 

該当無 

川崎北部 103.7 

川崎南部 104.5 

相模原 72.2 

横須賀・三浦 101.5 

湘南東部 103.0 

湘南西部 54.2 

県央 76.2 

県西 83.5 

         ※外来医師偏在指標の全国平均106.3 
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（１） 外来医療に関する協議の場の設置 

ア 外来医療の協議の場の設置 

〇 外来医療計画策定ガイドラインでは、二次保健医療圏を区域単位として想定しているため、

本県では、地域医療構想調整会議を外来医療に関する協議の場とします。 

〇 二次保健医療圏の医療機関が担うべき病床機能に関する議論と合わせて議論を進めてい

きます。 

（２） 不足する外来医療機能 

ア 現時点で不足している外来医療機能に関する検討 

〇 これまで外来医療機能の評価は行っていませんでした。しかし、国が外来医療計画策定ガ

イドラインにおいて、計画実現に必要な情報の類型を提示したことを踏まえ、県は二次保健

医療圏ごとに検討することとしています。引き続き二次保健医療圏ごとに議論を行っていき

ます。 

 

資料３ 二次保健医療圏の状況について(平成31(2019)年４月) 

 地域が必要と

する機能と関

連数値/二次

保健医療圏 

夜間や休日等の初期救急医療の提供体制 在宅医療の提供体制 

救急医療を行う診療

所数 

休日急患診療所数 在宅療養支援診療所

の数 

1 横浜 1 19 309 

2 川崎北部 1 4 61 

3 川崎南部 1 3 53 

4 相模原 1 4 42 

5 横須賀・三浦 0 3 85 

6 湘南東部 0 3 87 

7 湘南西部 0 3 61 

8 県央 1 5 50 

9 県西 1 2 43 

※夜間や休日等の初期救急医療の提供体制の診療所数：神奈川県医療機関名簿（Ｈ31.4）より 

※在宅療養支援診療所の数：診療報酬施設基準（Ｈ30.3.31） 

 

（３） 無床診療所等の新規開業者等に対する情報提供 

ア 新規開業者等に対する情報提供について 

○ 国の議論では、これまで地域で中心的に外来医療を担う無床診療所の開設状況が都市部に

偏っており、また、医療機関の連携は医療機関の自主的な取組みに委ねられていますが、今

般、外来医療計画策定ガイドラインにより、都道府県において地域ごとの外来医療機能の偏

在を客観的に把握し、可視化して提供することが求められます。 

○ これまで主に医師会が担ってきた初期救急と在宅医療、公衆衛生に関する業務が二次保健

医療圏において不足する場合は、新規開業者に役割分担を求めるという考え方は理解できる

取組みの方向性 
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ものの、開業規制につながりかねないため、慎重な議論が必要です。 

○ 外来医師多数区域の地域では、診療所の病院との連携の重要性をもっと評価すべきとの意

見もあります。 

○ 新規開業者等への情報の提供と地域での合意形成方法の策定は、特定の地域の開業制限に

つながる可能性があり慎重な検討が必要との意見があることから、次期計画改定に向けて慎

重に検討を進めます。 

イ 外来医師多数区域における新規開業者等に対する情報提供内容の候補 

新規開業者の届出様式及び新規開業に当たり参考となる次の情報を提供していきます。 

いずれも国の提供する情報においては、その他必要な情報がないかについて今後検討します。 

○ 外来診療（初・再診）に関する情報（小児の加算等含む） 

○ 初期救急体制（夜間・休日外来、深夜外来）に関する情報（時間外加算等を含む） 

○ 在宅医療（訪問診療、往診）に関する情報 

○ 放射線診療及び治療に関する情報 

○ 以上の項目の診療所及び病院の実施割合 

○ 地域の病院・診療所ごとの主たる診療科目別医師数及び取得している広告可能な医師の専門性 

に関する資格名及び麻酔科の標榜資格医師数に関する情報 

○ 地域の病院・診療所ごとの開設、廃止、休止、再開別の医療機関数 

○ 地域の病院・診療所の所在に関するマッピング 

○ 地域の病院及び有床診療所の医療機器に関するマッピング 

ウ 無床診療所の新規開業者等に対する情報提供の方法について 

新規開業者等に対する情報提供も含め慎重に検討します。 

（４） 医療機器の効率的な活用 

ア 医療機器の効率的な活用に係る検討について 

これまでも地域医療支援病院の施設や医療機器などの設備の共同利用の取組みも行われてい

るため、その取組みも含め地域医療構想調整会議において検討していきます。 
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○ 本県の看護職員数は年々増加し、平成28年12月現在で76,223人となっています。しかしなが

ら、人口10万人当たりの看護師数は、全国の905.5人に対し、本県は686.6人（全国45位）と全

国平均を下回っています。 

○ 就業場所別の看護職員数を見ると、病院が50,521人(66.3％)、診療所が12,549人(16.5％)、介

護保健施設等が5,768人(7.6％)となっています。 

○ 県内の看護師の養成数は年々増加しています。入学定員は、平成25年度は2,655人でしたが、

平成29年度には3,365人と710人増となっています。また、学校別の入学定員は、大学が12校で

1,080人、短期大学が３校で240人、専門学校が28校で2,045人です。 

○ 本県の看護職員の離職率は近年14％前後で推移しており、全国平均を上回っています。県ナ

ースセンターでは、未就業看護師等の再就業支援などに取り組んでおり、無料職業紹介による就

職者数は656人（平成28年度実績）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 看護職員 

病院診療所

介護保険施

設等

訪問看護ＳＴ

保健所・市

町村

社会福祉施

設
看護師養成

所等

事業所

助産所
その他

就業場所別従事状況（平成28年末）

H20
H22
H24
H26
H28

　出典：厚生労働省「衛生行政報告例」

H20 H22 H24 H26 H28

保健師 1,825 1,899 1,965 2,072 2,149

助産師 1,692 1,939 2,091 2,196 2,322

准看護師 11,139 11,335 10,864 10,231 8,958

看護師 45,994 51,503 56,674 61,164 62,794

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

神奈川県の看護職員数の推移人

76,22375,663
71,59466,676

60,650

現状 
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（１）看護師等の養成・確保 

○ 県内の看護師等の養成数の増加などにより、今後も安定的に看護職員を確保できる見込みで

すが、一方で看護師等養成所の専任教員が高齢化しているため、その養成・確保が求められて

います。 

○ 「病院から在宅へ」と医療を取り巻く環境が変化しているため、在宅医療に携わる看護師の

養成・確保に取り組むことが必要です。 

 

（２）離職防止と再就業の促進 

○ 離職率を低下させるためには、看護職員が働き続けられる職場づくりが必要です。 

○ 未就業看護職員の再就業支援を行う「県ナースセンター」への求人や求職が少ないため、県

ナースセンターの活用促進が必要です。 

 

 

 

（１）看護師等の養成・確保（県、医療機関・医療関係者） 

○ 看護師等に看護教育の魅力を実感できる研修を実施し、看護教員の志望者の増加を図ると

ともに、県立保健福祉大学実践教育センターにおいて専任教員を養成します。 

○ 在宅医療への従事を希望する看護師等に対して研修を行い、在宅医療に携わる看護職員の

確保を図ります。 

（２）離職防止と再就業の促進（県、医療機関・医療関係者） 

○ 看護職員の離職防止や職場定着を促進するため、院内保育など働き続けられる職場環境づく

りなどに対して支援するほか、県医療勤務環境改善支援センターにおいて、看護職員をはじめ

とした医療従事者の勤務環境改善に主体的に取り組む医療機関を支援していきます。 

○ 県ナースセンターの認知度や利便性を向上させることにより、求人・求職数を増加させ、無

料職業紹介による就職者数の増加を図ります。 

 

　　人口10万人当たりの看護師数の推移

出典：厚生労働省「衛生行政報告例」
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（１）歯科医師 

〇 県内の人口10万人あたりの歯科診療所数は、54.6施設で全国平均の54.3施設を上回っていま

すが、歯科医師数は、79.8人で全国平均の82.4人を下回っています。 

○ 訪問歯科診療を実施している歯科診療所の県内の人口10万人あたりの施設数は、8.0施設で

全国平均の10.8施設を下回っています。（厚生労働省「平成26年医療施設調査」） 

○ 高齢化に伴い増加が見込まれる在宅療養患者等の訪問歯科診療に対応するため、在宅歯科医

療連携室の設置や歯科診療所の在宅歯科医療用の設備整備への支援により、在宅歯科提供体制

の充実に取り組んでいます。 

○ フレイルから続く要介護状態に陥ることなく、健康で自立した生活を長く保つために、オー

ラルフレイル（心身の機能の低下につながる口腔機能の虚弱な状態）の予防や改善への対応が

求められています。 

〇 患者一人ひとりに適切な医療サービスを提供するため、日頃から身近なところで健康管理を

行うかかりつけ歯科医の普及を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）薬剤師 

○ 県内の人口 10 万人当たりの薬剤師数は、241.7 人で、全国平均の 237.4 人を上回っていま

す。（厚生労働省「平成 28 年医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

○ 患者本位の医薬分業を実現するため、かかりつけ薬剤師・薬局の普及を推進しています。 

 

  
施設数 人口10万対（H28） 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 神奈川県 全 国 

歯科診療所 4,862 4,902 4,915 4,920 4,951 4,989 54.6 54.3 

第４節 歯科医師、薬剤師、その他の医療・介護従事者 

現状 

【表 歯科診療所数】 

 

出典：厚生労働省「医療施設調査」 
【表 歯科医師数】 

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

H18 H20 H22 H24 H26 H28

実      数 6,758 6,869 7,057 7,126 7,414 7,298

76.5 77.0 78.0 78.6 81.5 79.8

全　　国 76.1 77.9 79.3 80.4 81.8 82.4

　　歯 科 医 師 数(人)

神奈川県

人口10万対

【表 薬剤師数】 
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（３）その他の医療・介護関係者 

○ 県立保健福祉大学・大学院において地域の保健・医療・福祉を支える質の高い人材の養成に

取り組んでいます。 

○ 専門領域の人材育成や、職域の拡大に対応した現任者教育を行っています。 

○ 県における介護人材にかかる需給推計では、平成 32（2020）年度は、約 15.3 万人の需要に

対して供給が約 14.8 万人となり、約５千人の不足が生じる見込みですが、平成 37（2025）年

度には、さらなる人材確保対策を講じなければ、約 18.3 万人の需要に対して供給が約 15.8 万

人となり、約、2.5 万人の差が生じる見通しとなっています。この差を解消するため、人材確

保に係る具体的な方策をさらに講じていく必要があります。(出典：厚生労働省「2025 年に向

けた介護人材にかかる需給推計（確定値）について（平成 27 年６月 24 日）」) 

○ 介護関係者等は、今後、高齢者や要介護者が増加する中、心身の状況等に応じた適切なサー

ビスを提供できるよう安定的な人材の確保と資質・専門性の向上が求められます。 

○ 理学療法士等修学資金の貸付による県内就業者の確保・定着に向けた取組みの推進を行って

います。 

○ 在宅医療を推進するにあたり、居宅療養管理指導など実施が可能な歯科衛生士の質・量の確

保が重要となります。 

○ 歯科衛生士は、全国的に深刻な人手不足の状態であり、特に県は１施設あたりの歯科衛生士

の人数が全国平均を下回っています。 

 

 

歯科診療所数 
歯科診療所に就業している 

歯科衛生士数 

１施設あたりの 

歯科衛生士数 

全国 神奈川県 全国 神奈川県 全国 神奈川県 

68,935 4,998 112,211 7,250 1.6  1.5  

 

 

 

 

 

（１）歯科医師 

○ 今後、高齢化に伴い需要が予想される在宅医療における、誤嚥性肺炎等の予防、口から食べ

ることによる生活の質の確保などのため、歯科医師や歯科衛生士による歯科医療や、口腔ケア

等の提供体制の充実を図る必要があります。 

○ 高齢で介護が必要な患者の増大や慢性疾患を持つ障がい児者等からの多様化するニーズに

H18 H20 H22 H24 H26 H28

実      数 16,507 17,650 19,610 20,212 21,541 22,104

186.9 197.9 216.7 222.9 236.8 241.7

全   国 197.6 209.7 215.9 219.6 226.7 237.4

薬 剤 師 数(人)

神奈川県

人口10万対

課題 

【表 １施設あたりの歯科衛生士数】 

出典：（歯科診療所数）厚生労働省「医療施設動態調査（平成28年12月末概数）」 

   （歯科診療所に就業している歯科衛生士数）厚生労働省「平成28年衛生行政報告例」 

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 
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対応するため、医科や介護、福祉との連携を推進するとともに、これらに対応できる知識と技

術を持った専門性の高い歯科医師が必要とされています。 

○ オーラルフレイルの予防や改善に対応できる歯科医師が必要とされています。 

○ 患者一人ひとりに適切なサービスを提供できるかかりつけ歯科医が必要とされています。 

 

 

（２）薬剤師 

〇 在宅医療への参加促進を図るために、医薬品等の適切な取扱いや在宅医療に係る知識及び専

門性の向上が必要です。 

〇 薬局の薬剤師が、患者の服薬情報を一元的・継続的に把握するとともに、患者に身近な日常

生活圏域単位で地域包括ケアシステムの一翼を担うための取組みを推進し、かかりつけ薬剤

師・薬局を定着させる必要があります。 

 

（３）その他の医療・介護関係者 

ア 人材の養成・確保・定着の促進 

〇 急速な高齢化に伴う保健・医療・福祉サービスの需要の増加に対処していくため、人材の

計画的な養成・確保・定着を図ることが必要です。 

〇 介護関係者等については、多様化・複合化するニーズに対応するため、人材養成による量

的確保とともに、資質や専門性の向上、現任者に対する教育を充実する取組みが必要です。 

〇 理学療法士等の資質の向上及び人材の確保・定着を図る必要があります。 

〇 地域における在宅歯科医療の口腔ケアの充実のため、歯科衛生士の養成確保を支援してい

く必要があります。 

〇 結婚や出産を機に離職する歯科衛生士が多数おり、有資格者の半数以上は就業していない

ため、復職支援を行う必要があります。 

 

 

 

（１）歯科医師（県、市町村、医療機関・医療関係者） 

〇 県、市町村及び医療機関・医療関係者は、介護が必要な患者や慢性疾患を抱える患者、障が

い児者への治療や口腔ケア、訪問診療など、多様なニーズに対応できる歯科医師や歯科衛生士

等を育成します。 

〇 県は、在宅歯科医療の提供体制を強化するため、在宅歯科医療用の設備整備への支援などに

より在宅歯科医療を行う歯科医師の増加を促すとともに、在宅歯科医療地域連携室を設置し、

医科や介護との連携の相談、在宅歯科医療に係る研修等を行うなど、地域の在宅歯科医療を担

う歯科医師を支援します。 

〇 県は、オーラルフレイルの予防や改善に係る研修を実施します。 

〇 県、市町村及び医療機関・医療関係者は、かかりつけ歯科医として、医師や薬剤師等の多職 

種と連携しながら地域医療連携を行う歯科医師の増加を図ります。 

 

施策 
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（２）薬剤師（県、市町村、医療機関・医療関係者） 

〇 県、市町村及び医療機関・医療関係者は、地域包括ケアシステムや麻薬調剤などの在宅医療

に関する研修などを推進します。 

〇 県、市町村及び医療機関・医療関係者は、「患者のための薬局ビジョン」に則した取組みに

より、かかりつけ薬剤師・薬局の普及・定着を図ります。 

 

（３）その他の医療・介護関係者（県、関係機関、医療機関・医療関係者） 

ア 人材の養成・確保・定着の促進 

〇 県立保健福祉大学・大学院は、連携と統合を基本とした教育と知識や技術の専門教育を行

い、質の高い保健・医療・福祉の人材の養成を図ります。 

イ 人材の現任者教育の充実と専門性の向上 

〇 県は、実践教育センターなどにおける現任者教育・研修を通じて、保健・医療・福祉人材

の資質向上を図ります。 

〇 県立保健福祉大学は、施設や機能の活用により、地域社会への貢献の充実を図ります。 

〇 県は、介護支援専門員をはじめ介護関係者等の人材養成による量的確保とともに、資質と

専門性を高めるため、研修実施機関の連携による研修受講環境等の向上、人材育成に向けた

研修を実施する団体等を支援します。 

〇 県は、修学資金の貸付を通して、理学療法士等の確保・定着を推進します。 

〇 県及び医療機関・医療関係者は、学生及び現任者に対し、研修の実施を通じて、在宅歯科

医療に対応できる歯科衛生士の育成を支援します。 

〇 県及び医療機関・医療関係者は、離職期間における技術力の低下が歯科衛生士の復職の阻

害要因となっているため、歯科医療に関する最新の知識や手技を習得する機会を提供するこ

とで、復職を支援します。 

 

■用語解説 

※ かかりつけ歯科医の定義 

「患者さんのライフサイクル」に沿って、継続的に口と歯に関する保健・医療・介護・福祉を提供し、地

域に密着した幾つかの必要な役割を果たすことができる歯科医師（日本歯科医師会） 

※ かかりつけ薬剤師・薬局の定義 

患者が使用する医薬品について、一元的かつ継続的な薬学管理指導を担い、医薬品、薬物治療、健康等に

関する多様な相談に対応できる資質を有するとともに、地域に密着し、地域の住民から信頼される薬剤師・

薬局（日本薬剤師会） 

※ 患者のための薬局ビジョン 

患者本位の医薬分業の実現に向けて、かかりつけ薬剤師・薬局の今後の姿を明らかにするとともに、団塊

の世代が後期高齢者（75歳以上）になる2025年、更に10年後の2035年に向けて、中長期的視野に立って、

現在の薬局をかかりつけ薬局に再編する道筋を提示したもの（平成27年10月、厚生労働省策定） 
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（１）医療に関する相談体制 

○ 県は、医療の安全確保のため、「神奈川県医療安全相談センター」を設置し、相談員が患者や

その家族などから医療に関する苦情、相談に応じています。 

○ 医療に関する相談窓口は、保健所を設置している横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市及び

藤沢市にも設置され、県と各市が分担して応じています。 

○ 県は、医薬品に関する電話相談窓口を設置し、薬剤師が医薬品の効能・副作用の相談や適正

使用に関する情報提供を行っています。 

 

（２）立入検査における医療安全体制の確認 

○ 県は、医療機関における医療安全を確保するため、定期的に病院などへの立入検査を実施し、

医療安全管理や院内感染対策の体制の確保などについて確認・指導を行っています。 

○ 県は、臨床検査の精度向上のため、衛生検査所に対して共通の試料を用いた精度管理調査及

び立入検査を毎年実施し、適正な検査業務について確認・指導を行っています。 

○ 保健所設置市内に所在する医療機関及び衛生検査所の立入検査については、各市が実施して

います。 

○ 県及び保健所設置市は、医薬品の品質、有効性及び安全性を確保するため、薬局などに対し、

定期的に立入検査を実施し、適正な業務体制の確認・指導を行っています。 

 

（３）医療安全対策の普及啓発 

○ 県、県医師会、県病院協会、県看護協会、県薬剤師会及び県歯科医師会は、「神奈川県医療安

全対策事業実行委員会」を構成し、医療従事者を対象に医療安全に関する普及啓発を行ってい

ます。 

 

（４）医療事故調査制度 

○ 平成27年10月から医療事故調査制度が導入され、医療機関の管理者（院長）は、医療事故が

発生した場合、「医療事故調査・支援センター」に報告したうえで院内調査を行い、遺族への結

果説明及び同センターへの結果報告を行うこととなっています。 

○ 医療機関の管理者が医療事故として「医療事故調査・支援センター」に報告した事案につい

て、医療機関又は遺族から依頼があった場合、同センターは必要な調査を行うことができます。 

第６章 総合的な医療安全対策 

〇 医療機関は、適切な医療を提供するうえで、医療安全を確保することが求められています。県は、患

者などから医療に対する相談を受け付けるとともに、医療機関などにおける安全管理体制を確認・指

導していきます。 

現状 
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（１）医療に関する相談体制 

〇 県は、「神奈川県医療安全相談センター」及び医薬品に関する電話相談窓口の円滑な運営のた

め、関係機関・団体などと連携・協力していくことが必要です。 

 

（２）医療機関などにおける安全管理体制の確保 

○ 医療機関は、医療の安全と信頼を高めるため、各医療機関の特性に応じた医療安全管理体制

や院内感染防止対策の確保に十分に努めることが必要です。 

○ 臨床検査は診断の基礎となるため、県民に良質かつ適切な医療を提供するために重要である

ことから、衛生検査所は常に検査精度の向上に取り組むことが必要です。 

〇 薬局などは、医薬品の品質、有効性及び安全性を確保するため、適正な業務体制を整備する

ことが必要です。 

 

（３）医療安全対策の普及啓発 

○ 医療安全対策の重要性がますます増しており、県は、継続的に普及啓発していくことが必要

です。 

 

 

 

（１）医療に関する相談体制（県、保健所設置市、医療関係者） 

〇 県は、引き続き「神奈川県医療安全相談センター」を設置し、相談員が患者やその家族など

からの医療に関する相談に応じ、問題解決に向けた助言を行うことで患者の適切な受診などに 

つなげていきます。 

〇 県は、保健所設置市の各相談センターとの連絡会を開催し、連携を強化するほか、より的確

な相談対応を行うため、法律の専門家を医療安全相談アドバイザーとして置いて助言を得るなど、

適切な相談体制を確保します。 

○ 県は、引き続き医薬品に関する電話相談窓口を設置し、薬剤師が医薬品の効能・副作用の  

相談や適正使用に関する情報提供を行い、適切な相談体制を確保します。 

 

（２）医療機関などにおける安全管理体制の確保 

（県、保健所設置市、医療機関・医療関係者、関係機関） 

○ 県及び保健所設置市は、医療機関における医療安全を確保するため、引き続き定期的に病院

などへの立入検査を実施し、医療安全管理や院内感染対策の体制の確保などについて確認・指

導を行います。 

○ 院内感染対策について、県内４医科大学が専門的立場から各医療機関の相談を受け付ける 

地域ブロック別相談体制により、引き続き各医療機関における院内感染対策を支援します。 

○ 県及び保健所設置市は、臨床検査の精度の向上を図るため、衛生検査所に対する立入検査   

などを毎年実施し、適正な検査業務の確認・指導を行います。 

課題 
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○ 県及び保健所設置市は、医薬品の品質、有効性及び安全性を確保するため、薬局などに対し、

引き続き定期的に立入検査を実施し、適正な業務体制の確認・指導を行います。 

 

（３）医療安全対策の普及啓発（県、医療機関・医療関係者） 

○ 県、県医師会、県病院協会、県看護協会、県薬剤師会及び県歯科医師会は、「神奈川県医療安

全対策事業実行委員会」を構成して医療安全推進セミナーを開催し、県内医療従事者に対する

医療安全の知識の向上及び意識啓発を図ります。 

 

【医療安全相談センターのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜年度別相談受付件数＞ 
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